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展望論文  
日本語教育におけるコミュニケーション
教育の現状と目指すべきもの 
任 ジェヒ・平松 友紀・蒲谷 宏 
要 旨 
日本語教育におけるコミュニケーション教育の実践者一人ひとりが自身の教育
目的や立場に対して「位置づけの明確化」を行うためには、全体像の把握が不可欠
である。本稿は、従来、日本語教育におけるコミュニケーション教育は何を志向し
て行われてきたかを明らかにし、その結果を踏まえ、今後コミュニケーション教育
に携わる者が目指していくべきものは何かについて考察を試みたものである。現状
としては、1．言語の運用、2．異文化間コミュニケーション、3．学習者のニーズ
に応えるための教師の役割、4．教室を社会とする教師の役割、5．動態的コミュニ
ケーション、6．人間の情意的側面、7．人間関係の構築、8．人材育成と市民形成
など、様々な観点から理論化・実践化・教材化されてきたことが明らかになった。
また、実践者が目指すべきものとしては、1．人への着目という観点を活かした研
究と実践を両立して行うこと、2．教室空間、学習者／教師、教育目的、異文化な
どに対する捉え方の背景となるコミュニケーション（教育）観を明確にすること、
3．異なる教育観であっても互いのアプローチを尊重しつつ発展させていく姿勢を
持つこと、4．他の研究分野を含め、広く発信していくことが挙げられた。 
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学習観 教育観 教室 コミュニケーション コミュニケーション観 
1．はじめに：問題の所在 
日本語教育では、特にコミュニカティブ・アプローチ以降、種々の理論、実践、教材に
おいて、学習者のコミュニケーション能力の育成が重視されてきた。そのような背景に基
づき、コミュニケーションそのものやコミュニケーション能力という用語が指し示す範囲
も多様化してきたようにみえる。周知のとおり、日本語教育の社会性、公共性が論じられ
ている今日、日本語教育におけるコミュニケーション教育には、狭義のコミュニケーショ
ンに関する知識や情報の伝達を超える役割が求められている。その役割についてはすでに
様々な観点から指摘がなされているが、それらの間にどのような相違点があり、どのよう
飾りやヘッダーは後から印刷業者が入れます。テンプレートの余白を
変更・削除しないでください。 
論文の種類（研究論文・展望論文・研究ノート）は入力してください。 
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な共通点があるのかという全体像の把握が行われないままでは、コミュニケーション教育
に関わっている実践者一人ひとりが、自身はどのような立場で実践を行っているのか、自
身が目指している目的や目標が日本語教育におけるコミュニケーション教育全体において
どのような意義を持つのかという「位置づけの明確化」が難しいのではないだろうか。ま
た、実践者一人ひとりが今後向き合うべき課題を明らかにするためにも、全体における「位
置づけの明確化」が必要であると考えられる。 
以上の問いに答えるべく、本稿では、日本語教育におけるコミュニケーション教育に関
わる諸論考に対して文献研究を行う。これまでにどのようなコミュニケーション教育が行
われてきたのかを概観することによって、コミュニケーション教育が何を志向して行われ、
それらはどのようなコミュニケーション観に基づいているといえるのかを探る。その結果
を踏まえ、日本語教育におけるコミュニケーション教育に携わる者は、具体的に何を目指
していくべきなのかについて考察を試みる。具体的な研究課題は以下の二つである。 
問Ⅰ コミュニケーション教育は何を志向して行われてきたか。 
問Ⅱ コミュニケーション教育に携わる者が目指すべきものは何か。 
2．研究方法 
本稿において考察対象となった論考は、次の手順により選定されたものである。 
（ア）国立国語研究所が公開している「日本語研究・日本語教育文献データベース 1」から、
コミュニケーション（教育）に関連する 10 のキーワード「コミュニケーション、コ
ミュニカティブ、対話、会話、伝え合い、伝達、待遇、やりとり、インタラクショ
ン、インターアクション」により612本の論考を抽出した（2017年2月検索結果） 2。 
（イ）612 本をさらに 3 本以上執筆している著者の論考に絞り込み、最終的には 153 本
を対象とした。 
（ウ）キーワード「待遇」に関する論考 41 本とそれ以外の 112 本に対してそれぞれ個別
に考察を行った 3。 
（エ）本稿における考察対象は、「待遇」に関連する論考を除いた 112 本である。 
なお、考察においては、「KJ 法」（川喜田 1986）を用いた。図 1 で示すように、狭義の
KJ 法の手順は、元ラベルづくり、グループ編成、図解化、叙述化の 4 ステップとなる。 
 
図 1 狭義の KJ 法の手順 4（川喜田 1986：123 参照） 
元ラベルづくり •ラベル広げ
•ラベル集め
•表札づくり
グループ編成 •空間配置
•図解化
図解化（A型）
•口頭発表
•文章化
叙述化（B型）
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問Ⅰ「コミュニケーション教育は何を志向して行われてきたか」のために行ったⅠ段階
では、対象となる 112 本の論考から「コミュニケーション教育のあり方」という観点で記
述を選び取り、計 100 の元ラベルを作成した。次に、「ラベル拡げ→ラベル集め→表札づ
くり」というグループ編成作業を 6 段階まで繰り返し、八つのデータ群としてまとめた。 
問Ⅱ「コミュニケーション教育に携わる者が目指すべきものは何か」のために行ったⅡ
段階では、Ⅰ段階の結果に基づいた、筆者らが考える「コミュニケーション教育に携わる
者が目指すべきもの」についての記述から、計 28 の元ラベルを作成した。次に、グルー
プ編成作業を 4 段階まで繰り返し、八つのデータ群としてまとめた。 
3．結果と考察 
3 章では、Ⅰ段階とⅡ段階の考察結果を述べていく。1 節においては、元ラベルとなっ
た諸論考に基づいて、Ⅰ段階の考察結果を論じる。2 節においては、Ⅰ段階の結果を踏ま
え、筆者らが考える「コミュニケーション教育に携わる者が目指すべきもの」について考
察を行ったⅡ段階の結果を論じる。 
3.1 Ⅰ段階の考察 
Ⅰ段階の考察結果として現れた八つのデータ群の内容は、以下のとおりである 5。 
 
① コミュニケーション教育の実現のための課題  
② 異文化間コミュニケーション教育を考える必要性  
③ 学習者のニーズに応えるための教師の役割  
④ 教室を社会とするための教師の役割  
⑤ 動態的コミュニケーションによる「人材」の育成と豊かな共同体の構築  
⑥ 気づきを促す活動と人間の情意的側面に着目する重要性  
⑦ 他者との関わりによることばと人間関係の構築とその意味  
⑧ 日本語教育が目指す今後の方向性  
 3.1.1 ①コミュニケーション教育の実現のための課題   
「コミュニケーション教育の実現のための課題」のデータ群では、次のことが明らかに
なった。 
＜コミュニケーション教育を実現するためには、言語形式だけではなく、言語の運用に
関わるすべての能力（情報伝達能力や社会言語能力、方略的能力や対人的な言語運用スト
ラテジー、社会文化行動など）を含む「聞く」「話す」「読む」「書く」能力の育成が重要で
ある。そのために、四技能に教材を分けること、現実的な状況を細かく設定し、現実的な
目的の達成を目標とすること、個別学習への対応などが必要である。＞ 
清（2012）は、従来の日本語教育が、言語形式重視の発想から抜け出せず、新たな教授
法の指導理念であった言語機能の重要性に目を見開いていなかったと述べている。野田
（2009c：69）はその理由として、「「コミュニカティブ・アプローチ」が言語教育の方法を
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変えることを中心にしていて、言語形式から出発するという教育内容を変えることにあま
り関心がなかったため」だと指摘し、「言語形式から出発するという基本を変えない限り、
言語の教育から脱して真のコミュニケーションの教育にすることはできない」と論じてい
る。野田（2009b、2009c、2010、2012）は、日本語教育の本来の目的は、日本語の言語
的な体系を教えることではなく、非母語話者の「聞く」「話す」「読む」「書く」というコミュ
ニケーション能力を育成することであるという。そのために、国際化時代においては、「情
報伝達能力や社会言語能力、対人的な言語運用ストラテジーなど、言語の運用に関わるす
べての能力を含む、「聞く」「話す」「読む」「書く」という実践的なコミュニケーション能
力を身につけることが重要である（野田 2010：127）」と指摘する。さらに、日本語を学
習する人たちからもそうした教育が求められているという。 
富谷他（2012）、ネウストプニー（2002）、荻原（1997）などにおいても、言語形式だ
けではないコミュニケーション能力の育成が必要であると論じられている。たとえば、荻
原（1997：11）は、「コミュニケーション能力とはコミュニケーションの目的を円滑に達
成しうる能力のこと」であるとし、文法能力だけでなく、「円滑な達成」を支えるための能
力を養う必要があるという。その「円滑な達成」には、言語的な円滑さだけでなく、その
言語が主に話される社会やコミュニケーションが行われる人間関係での文化的な円滑さも
含まれる。また、ネウストプニー（2002：2-3）は、「コミュニケーションは、社会文化的
なプロセスから始まり、社会文化的なプロセスに到達する」とし、「コミュニケーションの
プロセスを途中からではなく、最初から最後まで追求したい場合には、社会文化行動も全
面的に理解する能力が不可避」であると述べている。 
ところが、野田（2009c：74）が指摘するように、現実のコミュニケーションでは、状
況が少し違うだけで話したり書いたりする内容や表現が大きく変わることが多い。野田
（2009b、2009c、2010、2012）は、コミュニケーション能力の育成を目指した教育のみな
らず、その教材においても様々な状況でのコミュニケーション方法を学習できる新たな教
育内容が必要であると指摘している。また、教材もこれまでとはまったく違う新しい方針
での作成を目指し、「「聞く」「話す」「読む」「書く」の教材を分けることや、現実的な状況
を細かく設定し、現実的な目的の達成を目標にすること、個別学習に対応できるようにす
る（野田 2009b：36）」ことが必要であると述べている。要するに、「様々な状況でのコミュ
ニケーションの方法を学習できる教材を作っていけば、様々な状況でのコミュニケーショ
ンに対応できる（野田 2012：18）」という立場である。 
 3.1.2 ②異文化間コミュニケーション教育を考える必要性 6  
「異文化間コミュニケーション教育を考える必要性」のデータ群では、次のことが明らか
になった。 
＜異文化間コミュニケーション学習／教育のためには、母語話者と非母語話者とのイン
ターアクション、コミュニケーションの動態性、多様性について考える必要がある。その
際には、異文化理解、異文化摩擦、異文化リテラシー、多文化共生、母語内における異文
化など、複数の視点を持って検討する必要がある。＞ 
  3.1.2.1 異文化間コミュニケーションの成立に必要な双方の観点 
石井（2003、2011）と中川（2007）は、コミュニケーションは言語能力だけでなく、
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理解し合おうとする双方の努力により成り立つものであるという立場である。そのために、
日本語教育では、日本語非母語話者が日本語を学習していくだけでなく、「日本語母語話者
もコミュニケーションを円滑に行う対話的柔軟性のある日本語の話し方や非母語話者の母
語や文化を考慮して発話するなど、言語調整・管理能力を身につける（中川 2007：161）」
必要があるという。石井（2003：30）は、「多文化共生を目指した日本語教育は、地域住
民の人間関係構築と、地域の問題の共有および解決のための対話に不可欠な、外国人と日
本人双方の多文化共生コミュニケーション能力の育成を目的とする」必要があると論じて
いる。 
以上のような指摘は、石井他（2012）や西口（1999、2006）においてもみられる。た
とえば、西口（1999：12）は、日本語非母語話者の「日本語力の発達は、共同的な実践活
動を通して、NS と NNS の両者の間で生じる協調関係の変化」と捉えられるとし、「教室
での交流を通して参加する外国人と日本人が良き隣人的な関係を築き、社交のための異文
化間の対話的コミュニケーションを実践することを通して、外国人が新しい言葉としてニ
ホンゴを徐々に身につけていくとともに、参加する日本人も対話的柔軟性のあるニホンゴ
の話し方を身につけていくことこそが、地域日本語支援活動に期待されていること（西口
2006：64）」だと指摘する。「外国人の日本語も外国人に対する日本語もニホンゴのバリエー
ションであることを認識すること（尾崎 2015：70）」の重要性が論じられていることがわ
かる。 
  3.1.2.2 学習者と教師における異文化間コミュニケーション教育の意味と課題 
正宗（1994、1996）は、学習者における異文化間コミュニケーション教育を、「自己、
および自己の中での日本語の位置づけを認識し、日本の文化や思想を理解し、効果的な言
語運用ができるようになる（正宗 1996：171）」動機と位置づけている。そのため、「社会
および日本文化に添った語彙や文脈を「選択する」能力（正宗 1994：161）」の育成が重
要であり、文化的・社会的差を個々人が理解していく過程を提供するという文化学習への
丁寧な指導が必要であるという。久米（2000：114）においても、学習者は、文化的背景
の異なる人々との交流において、「人はそれぞれの文化を引きずってコミュニケーションに
従事する存在であることを認知のみならず情意および行動レベルでもしっかり把握するよ
うに」なる必要があると論じられている。  
さらに、原沢（2004：38）は、「異文化に対する正しい接し方を学んでおくことは、い
かなる状況においても柔軟に対応できる力を養うことになる」とし、異文化間コミュニケー
ションが学習者だけでなく、教師にとっても重要であることを認識する必要性を言及して
いる。ところが、異文化間コミュニケーション教育における学びは学習者によって異なり、
一つの正解があるわけではない。原沢（2009：105）は、それゆえ教師は、「学習者により
多くの学びや気づきを促すファシリテーターとしての役目を持ち、決して答え（学びや気
づき）を教える存在ではない」ことを認識すべきであるという。工藤（2007：66）は、以
上のような異文化間コミュニケーション教育においてインターアクション能力の前提とな
る「社会文化理解」が「世界での日本人の行動、国としての動向」など、文化のステレオ
タイプ化につながりやすいとし、教師には、コミュニケーションを双方向的で動態的なも
のとして捉える視点、様々な相互作用のプロセスそのものを見ていくこと、文化的差異を
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考慮する理論などを踏まえることが求められると論じている。 
  3.1.2.3 今後の異文化間コミュニケーション研究に必要な視点 
藤井（2012：184）は、今後、多文化状況でのコミュニケーションを考える際に参考に
なる研究には、「これまでのコミュニケーション観をぬりかえていく視点」が必要であると
し、たとえば、相互作用のプロセスそのものを丁寧に見ていく研究や、これまであまり扱
われてこなかった予測不可能事象や関係構築、あるいは集団コミュニケーションなどを
テーマにした研究が必要であるという。一方、原沢（2009：105）は、異文化の観点は、
母語内のコミュニケーションにおいても生じることに気づくことが大事であり、そういっ
た観点に基づいた研究も今後は必要であると論じている。 
 3.1.3 ③学習者のニーズに応えるための教師の役割 
「学習者のニーズに応えるための教師の役割」のデータ群では、次のことが明らかに
なっ た。 
＜日本語母語話者と同じように日本語で楽しくやり取りをしたいと考える学習者に対し
て、教師は、談話レベルの視点を持って一般性のある日本語コミュニケーションの特徴を
示す必要がある。教室の内外において学習ストラテジーの使用などを通して、学習者が自
分の言語学習を自律的に遂行していけるように指導する必要がある。＞ 
荻原（2015：46）は、日本語母語話者と同じように日本語で楽しくやり取りをしたいと
考えている学習者に対して、一般性のある日本語コミュニケーションの特徴を客観的かつ
具体的に示すことが重要であると指摘する。ただし、日本語コミュニケーションの特徴を
取り入れた話し方について同化をすすめないような注意が必要であるが、学習者がそのよ
うなコミュニケーション能力の向上を求めている場合は、そのニーズに対応した会話教育
が必要になるという。 
しかし、桜井（2008）と工藤（1996）は、一般性のある日本語コミュニケーションの特
徴を示すだけでは不十分であり、身につけた様々なストラテジーを用いて、学習者自身が
能動的に教室の内外の様々な状況で日本語に関わる必要があると述べている。桜井
（2008：69）の言葉を借りると、「学習に成功するかどうかは教室を離れた場面で自分の言
語学習を自律的に遂行していける技術と能力を持っているか、学習ストラテジーを身につ
けているかどうかにかかっている」という立場である。そのために、それを教師が支援す
ることも、学習者のニーズに応える上では大事であるという。その具体案として、工藤
（1996：113-114）は、「今勉強しているこのことは、実際のこういうコミュニケーション
の中のこういう位置にくるということを学習者に伝えられるように、言い換えれば談話レ
ベルの視点を持って提出すること、また、学習したことを教室の外で使う機会を教科書の
中で提案すること」を挙げている。  
 3.1.4 ④教室を社会とする教師の役割 
「教室を社会とするための教師の役割」のデータ群では、次のことが明らかになった。＜日
本語教室も多様で豊かな一つの「社会」となる。しかし、教室をどのように活用するかは
教師次第である。教室空間を「コミュニケーション共同体」へと変質させるためには「学
習者を自立的で協働的な表現主体として育成する」ための「発動装置」が必要である。教
師はその空間の実現に向け主体的に考え、柔軟に変化していく力が問われている。＞ 
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塩谷（2004：113）は、学習者の教室外の社会が「教室内の社会の延長線上にあり、日
本語教室も多様で豊かな一つの「社会」」であるという立場である。そのために、「教室内
の人的リソースを最大限に活用し、教室内他者との間で自立的かつ協働的に自分のことば
を紡ぎ出して行く」過程において身につけられるコミュニケーション能力は、教室外でも
十分通用するものであり、また、必要とされる能力であるという。  
一方、西口（2006：63）は、地域の日本語教室を挙げ、その教室空間には、社交的活動
を前景として、日本語学習支援を後景とすることが求められるという。教室の中で、外に
ある日本語コミュニティで使うための学習やその支援を行うのではなく、「教室こそが、参
加している外国人にとって日本語が使える、あるいは、まず使えるようになるべき現実で
ある」と主張する。阿部（2006：5-6）の言葉を借りると、以上のような教室空間に「生
起する言葉が創る文脈そのものを「現実のコミュニケーション」の立ち現れる「現実社会」
と捉えるべき」だとみる立場である。ところが、塩谷（2003、2004、2006）が指摘する
ように、教室をどのように活用するかは、教師次第である。塩谷（2003：107）は、「コミュ
ニケーションも人間関係もまだ発生していない教室空間を、「コミュニケーション共同体」
へと変質させるためには、学習者を自立的で協働的な表現主体として育成するための「発
動装置（クラスにおけるコミュニケーション環境の設定）が必要である」と論じている。
そのために、教師には、自らが目指すコミュニケーション空間は何かを常に自問自答し、
その空間の実現に向け主体的に考え、言葉を発し、教室内の変化や学習者の変化に応じて、
絶えず柔軟に変化していく力が問われるという。しかし、コミュニケーション活動の主体
は、教師ではなく、あくまでも学習者であり、教師は、「学習者の解放」（塩谷 2003）を支
援していくことにならなければならないという立場である。ここでの「学習者の解放」（塩
谷 2003：22）とは、「「生の日本語」、「現実味のあるコミュニケーション」を、人間と人
間が自立的かつ協働的に関わり合い、動的な文脈、動的なことばを常に作り出し、作り変
えて行く活動」を意味する。たとえば、学習者がそれぞれの関心に沿い、自ら活動テーマ
を選択していく活動が行われると、教師が意識的に「答え」のコントロール権を手放し学
習者を支援して行くことが可能になるという。要するに、如何にすれば教室を「無限の文
脈」の場にできるか、適切な教室環境の設定と活動支援のあり方を考えることに教室活動
の意義があるため、そこにおける教師の役割を問い直す必要があるという立場である。 
 3.1.5 ⑤動態的コミュニケーションによる「人材」の育成と豊かな共同体の構築 
「動態的コミュニケーションによる「人材」の育成と豊かな共同体の構築」のデータ群で
は、次のことが明らかになった。 
＜学習者は固有の考えを持った主体的な存在である。学習者は、動態的なコミュニケー
ション活動を通じ、自分のテーマの発見・形成をし、自らが帰属する社会とは何かを考え
る一個の「人材」と成り得る。それは、教室の中に個性豊かな共同体を構築するというこ
とともつながる。＞ 
  3.1.5.1 学習者を主体的な存在としてみる必要性 
阿部（2007：64）は、これまでのコミュニケーション教育が、「断片的に与えられた知
識や言語テクニックを積み重ねることで最終的に「規範」に即した十全なことばを獲得で
きるという考え方を誘発し、「規範」に到達しなければ「不完全」だという劣等意識を学習
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者に背負い込ませてきた」と指摘する。そのような考え方を学習者自らが克服するために
は、「自らが生きる現実世界や他者を捉え、表現する「わたし」から切り離されることのな
いことばを他者と間で関与させ、自分のことばや考えを多面的に見出していくというコ
ミュニケーションの捉え方が必要」であると指摘し、「動態的コミュニケーション」（阿部
2009：14）の能力を目指す活動をその具体例として挙げている。阿部（2009：63）が指
摘するように、「動態的コミュニケーション」を通した「コミュニケーション能力」の育成
は、「学習者の「ことばや考えを探し、創り、創りかえる」力」の育成を目的する。そのた
めに、学習者を、確定したことばの意味やスキルをただ受容するだけの「受動的存在」と
してではなく、「すでに固有の考えや価値観を持ち、考えを探し、創りだし、創りかえる力
を持った主体的存在」とみることを前提にする。要するに、「ことばや考えを関わらせ、動
的に創りかえていく関係に迫る環境を設定すれば、教師を含む教室参加者がズレや錯綜を
抱えつつ、継続的に考えを伝えつづけるコミュニケーションが教室にも創出される」とい
う立場である。西口（1999：7）は、上記のような活動を、教室の中に様々な社会文化的
背景や興味と関心あるいは専門を持つような「個性豊かな諸個人で構成される共同体を構
築するという実践」としてみることができ、教師から与えられるのではない共同体の言語
の形成につながると述べている。 
  3.1.5.2 学習者における思考力の重要性 
細川（1999）と桜井（1999）は、上記のような「動態的なコミュニケーション」を実現
させるために必要なのは、語るべき内容とそれを飾る表現力であると主張する。その内容
と表現力は外国語能力とはやや別物の母語能力とも関係があるため、結局、学習者の思考
力の向上が課題になるという立場である。細川（1999：61）は、母語と第 2 言語の別を問
わず、「言語習得とは、思考と伝達ということばの二面性をコミュニケーションという活動
を通してどのように体得するか」が問題であるとし、理論的な思考や発信型の主体性を育
てるためには、コミュニケーション活動、いわゆる聞・話・書・読の 4 領域の言語活動の
総体を通して、「主体的にものを考え、その自分の考えていることを論理的に発信できる能
力を育てていくこと（細川 2002：82）」が重要になるという。桜井（1999：69）も「内容
を充実させ、表現力を磨かせるには、結局、学習者の思考力を伸ばすにはどうしたらいい
のかという問題」につながると論じている。 
  3.1.5.3 学習者を「人材」の総体としてみる必要性 
学習者を主体的な存在と捉え、その思考力を重視する場合、日本語教育で育成されるの
は、「個人の「能力」ではなく、ことばの活動のプロセスを通じて育まれる、一個の「人材」
の総体」であると細川（2011：24）は主張する。要するに、「自分のテーマの発見・形成
を通して、自らが帰属する社会とは何かを考える人材」が育成されるべきであるという立
場である。中川（2016：124）も、「日本語教育におけるコミュニケーション能力の獲得は、
新たな世界観や価値観の発見につながる」とし、最終的には、自己認識の向上と人間的成
長が促されると述べている。中川（2015）に論じられているように、コミュニケーション
能力はスケールで測れるものではなく、人間的成長を通じて実感されるものであるという
立場である。両方とも、日本語教育は「言語活動の総体の活性化であり、人間のアイデン
ティティ形成に立ち会う教育（細川 2011：23）」になる必要があるという見解であること
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がわかる。 
 3.1.6 ⑥気づきを促す活動と人間の情意的側面に着目する重要性 
「気づきを促す活動と人間の情意的側面に着目する重要性」のデータ群では、次のことが
明らかになった。 
＜社会言語学的知識は、より現実的な状況とともに提示される必要がある。場面ごとに、
的確な判断と自発的な発信を促し、互いのフィードバックを繰り返していくことで、円滑
な会話能力が養われていく。そこでは、互いに発言をどう理解したかといった印象を語り
合うことなどの気づきを促す活動が重要になる。印象といった情意的側面は、批判を招き
やすいが、人間のコミュニケーションという視点に立つと、このような研究は、今後より
望まれる。＞ 
梅岡他（2003）と清（1995）は、社会言語学的知識は現実的で、刻々と変化する状況と
ともに提示して教えていくことが望ましいと指摘する。そのために、たとえば、普通の会
話ではなされない作業である「相手の発言をどう理解したかという印象の評価をあえて互
いに語り合う（梅岡 2003：213）」ことを通して、学習者の気づきを促すという過程が必
要であり、「コミュニケーションとは互いのフィードバックの繰り返し」であることを知る
ことが重要であるという。清（1995：151）においても、「学習者自らが問題点を発見し、
問題解決をしていくような「気づき」のための教材や教室活動が不足している」という指
摘がみられる。たとえば、スピーチレベルの場合、「刻々と変化する状況・利害関係の中で、
妥当なスピーチレベルを選択し婉曲表現を自在に操るには、何にプライオリティを置いて
価値判断するのかを見極める能力を養う必要」があるという。清（2012：55）は、「「印象」
といった情意的側面を研究に取り上げることは、「科学的」ではなく「主観的」との批判を
招きやすい」が、「そもそも人間のコミュニケーションというものは主観によって成立して
いる」ため、重要なアプローチであり、今後さらに奨励されるべきだという立場である。  
 3.1.7 ⑦他者との関わりによることばと人間関係の構築とその意味 
「他者との関わりによることばと人間関係の構築とその意味」のデータ群では、次のこと
が明らかになった。 
＜日本語教育実践が目指すのは、他者との関わりの中で、参加者が主体となり、考えを
表現し、探り、互いに創り、創り直していくことである。この伝え合いにより、日本語の
コミュニケーション能力が向上し、人間関係も作られていく。教育においても、自己や、
他者との関係から生じる変化、人間関係の構築など様々な点に目を向け、支援や研究を進
めていくことが重要である。このような関係構築の視点は、教師が社会性を失わずに、教
育に向き合うという姿勢にもつながる。＞  
細川（2000：34）は、日本語教育実践における具体的なコミュニケーション活動の中で、
学習者が自身の思考を明晰にしていくプロセスが重要であり、そのように「学習者自身が
自分の問題として自らの言語活動を支える」ことが学習者主体の本来のあり方であるとい
う。石井（2003：32）においても、「参加者自身の持つ内容・メッセージを伝え合う活動
を通して、日本語コミュニケーション能力を向上させ、人間関係を作る場」、要するに、「対
話の場」の必要性が論じられているが、石井は「対話が十分に成立するには、参加者にとっ
て有意義な内容とそれを共有する必然性があることが重要」だと指摘している。小林（2007）
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は、コミュニケーション活動における学習者の動機づけや積極性は、設定された活動の場
だけでなく、学習者個人の内面、学習者自身の話したいという気持ちや、興味、関心に着
目することによって引き出されるという。  
徳井（2012：181-182）は、上記のような人間関係の構築に関する観点が教師の支援の
あり方および今後の研究課題にも求められると論じている。教師には、話者間の関係がコ
ミュニケーションを通じてどう変化、発達していくのかを自覚的に捉えることが求められ、
今後の日本語コミュニケーション研究の課題としては、たとえば、「目の前で行われている
現実のコミュニケーションプロセスの過程で、どのように参加者同士の関係が構築され、
親しさが増していくのか、課題が展開していくのか、あるいは自己開示が大きくなってい
くのかといったテーマ」が求められるという。清（2012：59-60）は、このような人間関
係の構築を視野に入れたコミュニケーションに対する研究アプローチは、教師の社会性と
いう観点からにしても重要であると主張する。  
 3.1.8 ⑧日本語教育が目指す今後の方向性 
「日本語教育が目指す今後の方向性」のデータ群からは、次のことが明らかになった。 
＜日本語教育は、実際的なコミュニケーション活動であり、そうしたコミュニケーショ
ン行為を客観的に捉える教育は、他者への理解や、行為の背後にある国や立場を超えた多
様な価値観への理解にもつながる。それゆえ、日本語教育には、意図どおりにコミュニケー
ションを行う能力の向上を目的とする従来型の教育に加え、日本語を通して社会へ参加す
る自己を更新していくといった人材育成という新たな方向性も求められている。＞ 
徳井（2002：20）は、「日本語教育とは、広い意味でコミュニケーションそのものであ
り、教授者と学習者とが固定的な関係でなく、相互に学び、教え合う実際的なコミュニケー
ション活動」であると述べ、それが、教育内容の基本であると主張する。そして、そうし
たコミュニケーションにおいて無意識に行われている、言語・非言語のコミュニケーショ
ン行為を意識化させ、その意識化の多様性に気づかせること、メカニズムを可視化し、客
観的に分析させることが必要であるという。久米（2006：114）は、そういったことが最
終的には、「学生やビジネスパーソンなどコミュニケーションに関わるすべての人たちの理
解を深めることにつながり、さらには多文化理解にもつながる」と論じている。  
細川（1998、2011）は、言語習得において重要なのは、コミュニケーションの場面にお
ける対人認識と他者を含む場面そのものの認識であるとし、自分自身の固有の視点に基づ
いた認識は、「自分と社会（他者）との関係を確認し、他者を理解することができるように
なる（1998：173）」ことにつながると論じている。また、そのような言語習得の過程にお
いて、学習者は、「自らのテーマを発見するとともに、それを個人の利害だけに収束させず、
社会への参加の実現に向けて自己の立場を明確にし、自らを更新させていくことができる」
とし、「人材の育成、すなわち、ことばの市民形成こそ、これからの日本語教育がめざす新
しい方向である（細川 2011：25）」と述べている。  
3.2 Ⅱ段階の考察 
Ⅰ段階の結果に基づいて、筆者らが考える「コミュニケーション教育に携わる者が目指
すべきもの」について考察を行ったⅡ段階の結果として現れた八つのデータ群の内容は、
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以下のとおりである。 
① 「人と人との関係」という観点  
② 学習者という存在と情意的側面への着目 
③ 教室空間の捉え方に対する自覚  
④ 学習観／教育観への着目  
⑤ 形式重視から人材育成の教育までの種々のアプローチに対する自覚  
⑥ 教育観の違いを乗り越える必要性  
⑦ 日本語教育と他分野とのつながりの可能性  
⑧ 新たな方向性の提示と発信  
3.2.1 ①「人と人との関係」という観点 
日本語教育の目的を日本語によるコミュニケーション能力の向上だと捉えるならば、そ
こで不可欠になるのは、「人と人との関係」という観点である。1 節で概観した諸論考の中
で、特に人間関係の構築に重点が置かれたものにおいて指摘されているように、コミュニ
ケーションは、その多くが人と人との関わりによって成り立っており、学習者はコミュニ
ケーションを通じて、他者と関わり、他者とつながり、人間関係を構築していく。それは、
必然的に社会との関わり、つながりといった観点からも捉えることができる。「人と人との
関係」のための教育においては、学習者自身がコミュニケーション主体として、主体的、
自律的に他者と関わることが重要になる。それは、教室活動におけるコミュニケーション
活動を、学習者が自らのコミュニケーション行為として主体的に捉えることの重要性であ
るともいえる。学習者が自らの認識に基づいて表現し、理解するというコミュニケーショ
ン行為を重ねていくことで、文型習得などの学習とともに、その言語活動は、他者との関
係を築いていくことにもなる。そのようなコミュニケーション主体の主体性、自律性、他
者との関係性といった観点から捉えたコミュニケーション教育のあり方を、理論化に留ま
らず、授業活動の提示などといったより具体的なレベルからも検討し、実践において活か
されるように工夫することが、今後の課題であるといえる。 
さらに、日本語教育におけるコミュニケーション教育それ自体が多様な「人と人との関
係」によって成り立つと捉えることもできる。学習者の言語生活は、日本語や日本を機縁
にして集まった人々の多様な文化や価値観を知るきっかけにつながっている。それは、教
師の言語生活においても同様である。学習者と教師が、自身の言語生活における様々な「人
と人との関係」に基づいて、「どのように他者と関わるのか」に対する問題意識を持ってコ
ミュニケーション教育に参加することにより、教育は両者にとってコミュニケーション行
為の学び、および「人と人との関係」の学びになる。また、教育の過程それ自体が、それ
ぞれが経験してきた様々な「人と人との関係」によって成立するものであるともいえる。
したがって、学習者が自身の言語生活に対して「人と人との関係」という観点に基づいて
内省を行い、コミュニケーション教育に関わる際にそれらを活かすことができるようにす
るためには、どのような教育アプローチが必要なのかを考えていくことも教師には求めら
れるだろう。 
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上記のような「人と人との関係」は、コミュニケーション教育の一つである異文化間コ
ミュニケーション教育においても同様に重要な観点であると考えられる。1 節で確認した
ように、異文化間コミュニケーション教育は、母文化と異文化の観点だけでなく、母語内
における自身と他者の観点の異なりによっても形成され、外国の文化、他者の文化に対す
る理解を通じて、異文化間におけるコミュニケーション能力の向上を目的とするものであ
る。ところが、人との関わりという点で異文化間コミュニケーションを捉えれば、異文化
への理解は一方的な学びではなくなる。外国語や異文化、他者に対する理解が深まるほど、
母語や母文化、自分自身に対する理解も深まることになる。その意味で、異文化間コミュ
ニケーション教育も、最終的には、母語か、第二言語かといった視点ではなく、言語によ
るコミュニケーション教育として、文化や多様な価値観を理解し、分析し、学習者自身が
受容していくことにつながる「人と人との関係」を考える場になる。したがって、日本語
による異文化間コミュニケーション教育では、日本語学習者が日本語、日本の文化、日本
の社会を知ることだけでなく、母語、母文化に対する分析や理解に関わる力をどのように
養うのか、そのような多様な価値観の理解、分析、受容に関して考えさせる機会をどのよ
うに創っていくのかも視野に入れる必要がある。 
3.2.2 ②学習者という存在と情意的側面への着目 
人と人との間に生じるコミュニケーションの学習／教育において中核をなすのは、コ
ミュニケーション行為を行う学習者という「人」である。1 節で述べたように、従来、日
本語教育では、学習者の用いている、あるいは用いるだろうと考えられることばに関して、
コミュニケーション・ストラテジーや社会言語能力などの観点から、多くの研究がなされ
てきた。一方で、コミュニケーションに関わる学習者という「人」の存在、コミュニケー
ション主体となる学習者自身がどのような存在なのかについては、着目されることは少な
いように思われる。 
人と人との間にコミュニケーションが生じるということを考えると、その教育における
言語活動をコミュニケーション主体から切り離して検討することは難しい。したがって、
コミュニケーション主体の行為として言語教育を検討する方向性が必要なのではないかと
考えられる。それは、知識や情報の的確さ、適切な形式による伝達に加え、学習者の感情
や意識も含め、より多角的にコミュニケーション教育のあり方を検討していくことだとも
いえる。学習者とはどのような存在なのかについての議論を深めていくとともに、コミュ
ニケーション行為に関わる情意的な側面を実践においてどのように扱い、どのような教室
活動が有効であるかを考えていくが、コミュニケーション行為の主体である学習者の存在
に着目した研究と実践に求められる今後の課題であるといえる。 
3.2.3 ③教室空間の捉え方に対する自覚  
1 節で論じた諸論考における教室空間の捉え方に焦点を当ててみると、「教室を現実とは
乖離した場と捉える立場」、「教室も現実と同じように存在する一つの社会と捉える立場」、
「教室こそ、学習対象として優先されるべき社会だと捉える立場」など、様々な教育アプロー
チが行われていることがわかる。教室を現実とは乖離した場と捉える教育アプローチは、
学習者が現実において直面する様々な状況を把握し、それに基づき、現実に対応していけ
るようにするための学習を教室で行うといった考え方である。一方、教室も現実と同じよ
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うに存在する一つの社会と捉える場合、教室におけるコミュニケーション活動そのものが
現実の社会と同じように行われている自然で実質的なコミュニケーション行為であるとみ
る。たとえば、プロジェクトワークを行うなど、教室内の様々な文脈を活かした学習を重
視するといった考え方である。さらに、そこには、教室こそ、コミュニケーション学習の
対象として優先されるべき社会であるといった考え方も含まれている。 
以上のような議論において重要になるのは、それぞれの考え方に基づいた教育において、
どのような教育アプローチがより有効であり、学習者にはそれぞれどのような学習が提供
できるのかを教師が自覚することである。今後は、教師自身が教室空間の捉え方に対する
立場を明確に提示し、その捉え方に基づいた教室活動案など、より具体的なレベルでの検
討を重ねていくことが課題であるといえる。 
3.2.4 ④学習観／教育観への着目 
コミュニケーションの学習／教育は、教室内に学習者間のみならず、教師も含めた複数
の人間関係によるコミュニケーションを生じさせると捉えることができる 7。その意味で
コミュニケーション教育は、学習者に向けた教育だけでなく、教師に向けた教育であると
もいえるだろう。そのため、常に学習者／教師という両者の立場からコミュニケーション
教育を検討していく必要があり、コミュニケーションが生じる場としての教室のあり方に
ついても明確にしておくことが求められるといえる。そこで重要なのは、そうした学習者／
教師、教室のあり方は、学習者のコミュニケーション学習観、教師のコミュニケーション
教育観に左右される問題だということである。そのため、それらの課題に対する議論を深
めるには、まず学習者／教師ともに自身の「コミュニケーション学習観／教育観」の確立
を目指すことが重要になる。また、教師は、自身のコミュニケーション教育観の確立を目
指すとともに、学習者のコミュニケーション学習観を確立していくための支援についても
考えていく必要があるだろう。 
3.2.5 ⑤形式重視から人材育成の教育までの種々のアプローチに対する自覚 
1 節で概観したとおり、日本語教育は「何を、どのように教えるか」から「学習者の成
長」「社会参加」へ関心が拡大されてきた。新しい文法や語彙、漢字の習得など、形式的な
点を重視する立場は、日本語学習としてのことばそのものを目的とした教育であるといえ
る。一方、言語運用に必要な知識を学習するということに主眼を置くのではなく、日本語
学習を通じて、コミュニケーション主体自身の成長や変容、自己形成などを目指すべきだ
という立場は、日本語ということばを通した教育であるといえよう。 
このような立場がコミュニケーション観につながる教育アプローチだとすれば、上記に
示した二つの立場の間には、種々の教育アプローチが存在することに留意する必要がある。
従来の形式的な点を重視したことばそのものの教育から、ことばを通した教育に至るまで、
それらの間には、いくつかの段階があり、様々な観点により幅広いコミュニケーション教
育が行われている。そのため、コミュニケーション教育を考える際には、それらの特徴を
具体的に明示していく必要があるといえる。特に新たな方向性として示されている、たと
えば、市民形成を目的としたコミュニケーション教育においては、その目的のみならず、
教室活動や教材、学習方法などを具体的な方策により示していくことが重要であるだろう。  
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3.2.6 ⑥教育観の違いを乗り越える必要性 
1 節において、コミュニケーションにおける人間関係、異文化、学習者という存在、教
室空間、教育目的、学習者／教師のあり方に対する様々な捉え方、それらに対する種々の
教育アプローチをみてきた。その多様性を、日本語教育においてはどのように捉えていく
べきかを考えることも、重要な課題となるだろう。これまで示されてきた教育アプローチ
は、それぞれ異なる「コミュニケーション観」に基づいており、それらの多様性はコミュ
ニケーションに関する「学習観／教育観」の違いとして捉えることができる。そうした異
なる「学習観／教育観」は、一見すると、互いに相容れないように思われる。 
しかし、様々なコミュニケーション教育のアプローチは、どの目的、どの方法でなけれ
ばならないということではなく、異なるアプローチが、互いに相容れないというわけでも
ない。むしろ、それらが「学習観／教育観」につながるという考え方を持ってさえいれば、
たとえば、互いに教室活動の位置づけを示すことができ、教室活動における作業手順のよ
うな目の前の方法の違いのみにとらわれず、理解し合えるものになりうるだろう。コミュ
ニケーション教育を考える上では、同じコミュニケーション教育に携わる者として、互い
の教育アプローチを尊重しつつ発展させていく姿勢を持つことこそが重要だといえる。 
3.2.7 ⑦日本語教育と他分野とのつながりの可能性 
本稿の考察対象には含まれていないが、コミュニケーション教育は、日本語教育の領域
のみならず、様々な分野において研究されている。日本語教育の領域に限らない教育分野
や、組織コミュニケーション、医療分野のコミュニケーション学など様々な視点から、コ
ミュニケーション教育について検討することにも意義があると考えられる。日本語教育で
は、コミュニケーション活動など、日本語学習の方策に関わる研究や実践に主眼が置かれ
ているが、上記のような他分野の視点をどのように取り込んでいくかを工夫することによ
り、日本語教育におけるコミュニケーション教育に有意義で新たな観点が生まれる可能性
があるためである。さらに、日本語教育の領域から、他の様々な分野に提供できる独自の
視点を、明確にしていくことも重要であるだろう。そのためには、他分野との関わりや相
違点も含め、日本語教育としてのコミュニケーション教育の特徴を明確にし、領域外にも
発信していく必要がある。 
3.2.8 ⑧新たな方向性の提示と発信 
今後の日本語教育におけるコミュニケーション教育を考える上では、外へ向けて広く発
信していくことも大きな課題になる。ここでいう外への発信とは、日本語教育として、な
ぜそうした教育を目指していくべきであり、なぜそうした新たな方向性が必要であるかを、
学習者／教師に留まらず、その他の多くの日本語話者にも知ってもらうことを意味する。
たとえば、日本語の学習を通じて人材育成を目指すというような教育は、母語、第一言語
を問わず、すべての日本語話者に広い意味で関わりのある課題だともいえる。それは、こ
れまで日本語教育に関わりのなかったすべての人に、日本語教育としてコミュニケーショ
ン教育を行う意義を理解してもらうということでもあり、今後の日本語教育のさらなる可
能性や展開を探る上でも重要な点になるといえる。  
14
??????????? 25?
  ― 15 ― 
 
4．おわりに：今後の課題 
以上、実践者一人ひとりの「位置づけの明確化」のために全体像を把握すべく、日本語
教育におけるコミュニケーション教育が何を志向して行われてきたのかを概観し、今後コ
ミュニケーション教育に携わる者が目指すべきものは何かについて考察を試みた。 
日本語教育におけるコミュニケーション教育は、従来の形式重視を乗り越え、コミュニ
ケーション能力の向上に視野を広げた結果、言語の運用、異文化間コミュニケーション、
学習者のニーズに応えるための教師の役割、教室を社会とする教師の役割、動態的コミュ
ニケーション、人間の情意的側面、人間関係の構築、人材育成と市民形成など、様々な観
点から理論化・実践化・教材化されてきたことが明らかになった。また、今後コミュニケー
ション教育に携わる者が目指すべきものとしては、人への着目という観点を活かした人と
人との関係や情意的側面に関する研究と実践を両立して行うこと、教室空間、学習者／教
師、教育目的、異文化などに対する捉え方の背景となるコミュニケーション（教育）観を
明確にすること、異なる教育観であっても互いのアプローチを尊重しつつ発展させていく
姿勢を持つこと、他の研究分野を含め、広く発信していくことが挙げられた。 
本稿では、日本語教育におけるコミュニケーション教育の現状とその教育に携わる実践
者が目指すべきものを、コミュニケーション教育のあり方に注目して考察を行った。今後
は、上記の考察結果に加え、日本語教育とコミュニケーション教育の関係性、日本語教育
以外の外国語教育、第二言語教育における議論、目指すべきあり方に基づいた具体的な指
導法、評価やプロフィシエンシーの観点からの考察なども踏まえ、コミュニケーション教
育の全体像を考えていく必要がある。およびそれらに基づいた本稿の位置づけをより明確
にするために、広範囲のデータ設定と考察を重ねていくことも重要であろう。 
注 
 1 https://bibdb.ninjal.ac.jp/bunken/（最終アクセス 2018/10/17） 
 2 「日本語研究・日本語教育文献データベース」は、2017 年 3 月 13 日に 2597 件、6 月 20 日以降
は、3 カ月に一回のペースで平均 1000 件以上のデータが追加されている。本稿の対象となった
論考は、2017 年 2 月に公開されていたものに限られる。 
 3 「待遇」関連の論考に対する考察は、任他（2018）、平松他（2018）を参照されたい。 
 4 KJ 法は、既成概念や通念、希望的観測を初めから当てはめて判断せず、データをして語らしめ
ることにより定性的データをまとめる方法である（川喜田 1986）。それゆえに、コミュニケーショ
ン教育がどのように捉えられてきたのかについて、これまでの論考から本質的に描き出すことが
可能になると判断した。なお、「グループ」は「データ群」、あるいは「島」とも呼ばれる。 
 5 ①②などは、6 段階までのグループ編成作業を経てつけられた表札の順番を示している。最終的
にその表札がデータ群となった。Ⅱ段階の考察結果の示し方も同様である。 
 6 本稿における「異文化間コミュニケーション」と「異文化コミュニケーション」の使い分けは、
先行研究の原文に基づく。 
 7 ティーチングアシスタントやボランティアなどがいる場合は、彼らも当然ながらコミュニケー
ションにおいて重要な役割を果たす。すべての参加者において、コミュニケーションを通した学
びがあることは言うまでもない。 
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